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【データを制し、AI/アナリティクスを活用する】
AI Strategyサービスのご紹介

データの爆発的な増加とアナリティクス需要の増加
昨今、多くの企業がマーケットで勝ち続けるための必須課題として、

AIやIoTなどの新テクノロジーの活用をあげています。

しかし、新テクノロジーの活用は、裏を返せば指数関数的に増加

した、あるいは今後も継続的に増加するビッグデータの利用を前

提とし、この“数の暴力”をいかに制するか、そのうえで、いかに新テ

クノロジーの価値を最大限発揮するかが企業における非連続的

成長の成否を分かつ主たる要素といえます。

上記背景の中、データをどのように収集、加工、分析、出力/表

示、利用、管理するかといった広義の意味でのアナリティクスが

マーケットにおける競争力強化に向けた主要論点として語られるよ

うになりました。

DeloitteのA&IMのアプローチ
Deloitteでは、データを制し、非連続な成長を遂げる組織を“Insight Driven Organization(IDO)”と定義し、戦略、人材・組織、プロセス、データ、テクノロジー

の統合的な観点で、クライアント毎のオーダーメイドなIDOを定め、IDOへの変貌に向けた中長期のロードマップ、および戦略の策定から導入までを一貫して支

援します。

出所： EMC Digital Universe with research and analysis by IDC, “The digital universe of opportunities: Rich data and the increasing value of the Internet of Things,” April 2014; 
International Data Corporation, “IDC iView: Extracting value from chaos,” 2011, www.emc.com/collateral/analyst-reports/idc-extracting-value-from-chaos-ar.pdf, 
accessed December 29, 2016.
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昨今、日常生活やビジネスの現場ではテクノロジーの浸透が進み、同時に電子データの量は爆発的に増加しました。生成・流通・蓄積されたこれら大量の電

子データは、活用の仕方によっては革新的な意思決定・ビジネスを創出し、企業・社会の非連続的成長に不可欠な材料となりました。Deloitteでは、データ

を制し、AI/アナリティクスによって変革を起こす組織への変貌を支援します。
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*今後2年間に自社ビジネスに大きな影響があると考えられるもの（最大3つまで選択）

Insight Driven Organizationの導入アプローチ

IDO実現に向けたアプローチ
お客様のIDO Journeyを一緒に設計し、何ができるのか、何を目指すか、どこから始めるのかを考えるところから支援します。

Ideation(Art of the Possible) Strategy Transformation

IDO Lab

IDOアセスメント

PoC検証

IDO戦略/ロードマップ策定

ターゲットオペレーティングモデル(サービス、組織、
人材育成、ポリシー、ガバナンス)定義

実行計画策定/
導入PMOサービス
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利活用検討の方法論✓ ターゲットオペレーティングモデル検討の方法論✓ ベンダ・製品選定マトリクス✓

ロードマップ✓

サービス サービス概要

IDO Lab ✓ 経営課題を特定し、AI/アナリティクスを活用したビジネス変革や業務効率化の検討を行います

IDOアセスメント ✓ AI/アナリティクスの活用に向けた取り組み状況を確認し、成熟度診断を行います

PoC検証 ✓ IDO Labで特定されたAI/アナリティクス利活用機会の実証実験を行い、効果検証を行います

IDO戦略/ロードマップ策定 ✓ 成熟度を踏まえた目指すべき姿/ビジョンの定義、および戦略、ロードマップを策定します

ターゲットオペレーティング

モデル定義

✓ IDO戦略に基づき、AI/アナリティクスの利活用に向けた最適な組織モデル、人材要件、ガバナンス要件、運用プ
ロセス、役割分担を定義します

実行計画策定 ✓ 戦略に基づくTransformationに向けたアプローチ、スケジュール、導入体制等の実行計画を策定します

導入/構築サービス ✓ 各領域の専門家がPMO、または導入/構築担当として多角的に導入フェーズの推進を支援します

導入/構築サービス

AI/アナリティクス活用の重要性

日本においては、AIやロボティクスに対する関心は高い反面、具

体的な利活用や、ビジネスへの取込については、欧米のAI/アナ

リティクス利活用先進国に比べ、大きく後れをとっているのが実

情です。

Deloitteでは、そのギャップを埋め、お客様が他に先駆けて日本

のマーケットをリードし、グローバルにおいて存在感を発揮するため

に必要なナレッジ、サービス、体制を有しています。
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組織横断でインサイトを活用する
ために、アナリティクス組織は
どこに組成すべきか？

Organization

Customers

アナリティクスの受益者は誰か？
Services

アナリティクス組織はビジネスへ
どのようなサービスを提供するか？

Processes

インサイトはどのようなプロセス・
関係者を経てビジネスに提供さ
れるか？

Talent

どのようなスキルを持つ人材を
確保する必要があるか？確保
のための打ち手は何か？

Capabilities

サービスの提供のために

アナリティクス組織はどのような
ケイパビリティを保有すべきか？

IDO

TOM

出所：デロイト調査
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まずはIDO Labを実施してみませんか？
有識者による業界動向のレクチャーだけでなく、参加型のワークショップ形式により、将来のビジネスとオペレーションの姿・イメージ、そしてその実現のために今何を

始めるべきか、について参加者間でクリアに共有されることをゴールとしています。

Art of the possible

• ケーススタディ・デモ

• ビジョニング

ケイパビリティレビュー ターゲット選定・具体化 ロードマップ策定

• IDOフレームワーク

• 簡易アセスメント

• 「問い」の具体化・優先付け

• アナリティクスキャンバス

• Small start & Quick win

• 体制立上げのイニシアチブ

参加者
貴社： アナリティクスの活用をリード又はマネジメントされる方

当社： 担当パートナー、Labのファシリテーションをリードする運営スタッフ等

実施日・場所
原則、当社オフィスを想定しておりますが、ご都合に合わせて開催日・開催場所を調整さ

せていただきます。

所要時間
ワークショップは半日～1日の範囲で貴社のご都合に合わせて内容を調整して実施いたし
ます。

デロイトトーマツコンサルティング合同会社
Analytics & Cognitive ユニット
〒100-8361東京都千代田区丸の内三丁目2番3号丸の内二重橋ビルディング
Tel 03-5220-8600 Fax 03-5220-8601
www.deloitte.com/jp/dtc

担当：大平(mohira@tohmatsu.co.jp)／三木(somiki@tohmatsu.co.jp)
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